
































































































































































計① 山村励「労働問題と(差別)J W経済学雑誌』第78巻 5 ・ 6 号 I部落解放研究』第14号(1978 ・ 6) に転
載。
② 野~1道彦「差別の意識構造J W部落解放~ 1981年，第174号， 52頁。
③ 大賀lUj 昨日落解放理論の根本問題~，解放出版社， 1977年， 281~82頁， 273頁， 279~80頁。






































































計①マルクス・エンゲルス『共産党宣言』マル・エン選集，大月版， 2 巻， 490頁。





表 1 r部落差別の被体験と [U接的見聞経験」は，大阪府における調査対象67， 210人のうち，
27， 172人が， [' (接・間接 lこ差別を経験しており，延人数では51 ， 742人が乙れを経験していること
64 労働における差別
を示している。乙れは表 1 の被差別の経験が 1 人で複数の経験をしたものがある乙とを示してい
る (この乙とは，被差別経験者のパーセンテージの合計が， 136.6% と 100.0% をこえていることに表現されている)。
表 1 部落差別の被体験と直接的見聞経験 (1983 大阪府部落労働実態調査)
1.学校教育の場での部落差別 12.1% 8 ， 158人
2. 日常生活の中で，地区周辺の人による部落差別 18.5 12, 435 
3. 自分の結婚に際して部落差別を体験した 4. 7 3, 143 
4. 家族や親せきの結婚に際して部落差別を体験した 7.3 4, 929 
5. 結婚に関しての部落差別を直接見聞きした 10.5 7, 085 
6. 就職l乙際しての部落差別 5.6 3, 756 
7. 職場内での部落差別 5.9 3, 944 
8. PTA ・同好会・成人学級など，いわゆる社交の場での部落差別 3. 7 2, 489 
9. その他の部落差別 8.6 5, 803 
10. 今までに部落差別を体験したり，見聞きしたことはない 51. 9 34, 857 
11.不 明 7. 7 5, 181 
(回答計) 136.6 91 , 780 
(回答者計) 100.0 67, 210 
表 2 就職差別の被体験 (1973年大阪府部落労働実態調査)
男 女 計
有 1 ， 019人( 9.9) % 447人( 7.8) % 1 ， 466人( 9.1) % 
無 9, 111 ( 88.4) 5, 202 ( 90.6) 14, 313 ( 89.1) 
NA 182 ( 1. 8) 94 (100.0) 276 ( 1. 7) 
計 10, 312 (100.0) 5, 743 (100.0) 16, 055 (100.0) 
表 3 職場での差別の被体験 (1973年大阪府部落労働実態調査)
男 女 計
有 744人( 7.2) % 335人( 5.8) % 1 ， 079人( 6.7) % 
無 9, 383 ( 91. 0) 5, 276 ( 91. 0) 14, 459 ( 91. 3) 
NA 185 (100.0) 132 ( 2.3) 317 ( 2.0) 
計 10, 312 (100.0) 5, 743 (100 , 0) 16, 055 (100.0) 
小川登氏は r資本主義社会において人間(家族)の経済的生活の良し悪しを決定する節(分岐































宿屋川市K E 1. 2 
大東市N E 16.7 



























(吉村励「部落労働者の実態J 11部落解放研究dl No.6 、 1976. 2. 34頁)
65 
その次は，労働における差別で，就職にさいしての差別，職場における差別を検討すると、表
2 ，表 3 が示すように， 1973年の就職差別，職場での差別が9.1% ， 6.7% であるのにたいして，







表 2 ，表 3 が示したように9.1% ， 6.7% であり，男性と女性とを比較すれば，男性の方が女性 l乙
対してやや高い比率を示していた。表 4 は，そのうち，就職差別，職場差別が10%以上の部落を
とって表示したものである。個々の部落をとってみれば，能勢町の N B ，東能勢村の N D ，茨木
市の24.4 %, 20. 7 %, 24. 3 %という高い就職差別の被体験を示しているところがあり，職場内の












論~ (1)明石書店， 1983年) の中で， 1979年の広島県民の同和問題意識調査の結果と関連しつつ，
部落に関しては，下品，あらあらしい，こわい，閉鎖的，くらい，おくれている，不潔というマ
イナスイメージが定着しており，それがいわゆる「実態的差別」と結びついていること炉そして






29.8% よりもはるかに多くなっている。また男女別の定年制〈男55，9.'45) についても，差別とするもの27.7% よ


























つて力が大きいことを指摘した。(拙稿「被差別部落と労働問題」、大阪市立大学『同和問題研究~ No.7 , 19 
84年 3 月 L
また私は「高齢者問題」をあつかった最近の二つの労作(拙稿「高齢化社会のあれこれJ r市政研究』
























註① 小川登「部落問題分折の基本的視点と雇用創出J ， ~桃山学院大学社会学論集.J. 1982年 7 月 7 頁。
































表 5 r有業者の従業上の地位」は，総理府編『同和対策の現況.JJ (1977年)における，同和地区
労働における差別 69 
表 5 有業者の従業上の地位
自 営 業 者 家族 雇 用 者
合計
計 雇用人有 雇用人無 内職者 従業者 計 民間役員 常雇 臨時雇 日雇
同和地区 24.5% 62.4% 
(全国) 13.2% 
100.0% 100.0% 15.4% 54.2% 30.0% 100.0% 1.5% 63.3% 9.8% 25.3% 
全国計 19.6% 66.5% 
14.0% 
100.0% 100.0% 17.1% 75.0% 14.0% 100.0% 5.2% 87.5% 4.7% 2.7% 
(全国)と全国との就業者の地位別比較である。ここでは，就業者における雇用者=労働者の比
率は，全国が66.5% ，部落は62.4% と全国の比率がやや高くなっている。ついで，雇用者の中で
は，不安定就労者といわれる臨時雇・日雇を合計した比率は，全国が 7.4 %，部落は35.1% で，
約 5 倍弱の高さを示している。これは，全国労働者の13.5人に 1 人が不安定就労者であるのに対
して，部落では 2.9 人に 1 人が不安志就労者であることを示している。また民間役員についても，
部落は，全国の5.2% に比して， 1. 5% にすぎない。部落労働者が，全国の労働者に比較して，雇
用形態の上で，いかに不利な状態におかれているかは明白である。そのほか，全国統計ではな
いが，大阪府における部落の労働実態調査 (1973年， 77年， 83年)は、一般地域に比して，失業者の
比率は高く (1973年調査では，実質25.9% ，政府の失業統計と同一条件のもとに算定しでも 14.7% であれ同
年の全国の0.9%大阪府の1. 0の数字とは隔絶するものであった)③，勤務先の経営規模(民間)では，表
6 r勤務先の経営規模」が示すように半数以上の57.4% が29人以下の小零細企業に勤務しており，
500 人以上の大経営の勤務者はわずかに 5%で全国平均11% の半分以下にすぎない。
表 6 .勤務先の経営規模(民間)
部落 (1982) 全国 (1981) 
% 人数 % 人数(千人)
1 -4 人 15.8 3, 352 13.1 4, 203 
5 -29人 41. 6 8, 807 34.6 11 , 124 
30 - 99人 19.6 4, 187 22.8 7, 334 
100-499人 11. 6 2, 451 18.4 5, 923 
500人以上 5.0 1, 054 11. 0 3, 549 
不 明 6.3 1, 333 
計 100.0 21 , 184 100.0 32, 132 
(註 1983年調査と『労働統計要覧.1 1983年より作製)





J二\ーとご 部落(1982.10) 部落 (1973)% 人数 % 
1 専門的，技術的，管理職業従事者(技術者，
教員，保母，会社役員，看護婦など) 13.3 3, 514 3.9 
2 事務従事者(一般事務所事務員，集金人，金
.融，保険，事務員など) 13. 7 3, 623 14. 7 
3 販売従事者(販売店員，販売外交員，保険外
.交員など) 7.5 1, 975 6.1 
4 農林業，漁業作業者(植木職，造園師，家畜
飼育人，農業者など) 0.6 156 0.4 
5. 採鉱，採石作業者(採鉱夫，土砂採取夫など) 0.2 44 0.0 
運輸，通信従事者(パス，タクシー， トラッ
6. ク運転手，クレーン運転士，電話交換子，郵 7.0 1, 847 7.6 
便外務員など)
技能工，生産工程従事者(印刷工，製本L
7. 食品製造工，縫製~，大工，左官，とぴ職な 20.1 5, 301 31. 8 
ど)
8 単純労働者(廃品副収入，用務員，土木作業
員，清掃作業員など) 16.1 4, 243 19.7 
9 保安職業従事者(守衛，ガードマン，監視人
など) 1.4 372 0.3 
サーヒス職業従事者(へルパー，開・美衿官rji
10. キャディ，給食調理人，ウェイター，ウェイ 11. 9 3, 138 5.4 
トレスなど)
11. その他 7.2 1, 902 0.2 
12. イ4 明 1.1 294 9.9 



















% 人数(千人) % 人数l千人)
14.1 5, 095 15.6 6, 149 
23.1 8, 348 22.4 8, 818 
10.3 3, 727 11. 8 4, 658 
1.6 586 1.1 424 
0.2 81 o. 1 51 
6.3 2, 292 5.9 2, 308 
32.8 11 , 852 30. 7 12, 116 
3.8 1, 355 3.9 1, 530 
3.8 578 1.5 605 
1.6 2, 169 6.9 2, 734 
6.1 22 0.0 49 
100.0 36, 105 100.0 39, 442 





1.健鹿保険 66.9% 64.7% 
2. 厚生年金 62.1 55.5 
3. 雇用保険 47.1 53.5 












表 8 ，-部落労働者の社会保障関係の状況」は， 1973年調査と今回の83年調査との内容を比較し
たものである。前回と比較して改善されたのは，厚生年金の受給者が増大した乙と (55.5% から
62.1%) ，健康保険(職域)の資格者が増大した乙と (64.7% から 66.9% へ) ぐらいである。注目
すべきは，退職金があると答えたものは， 56.0% から 50.6%へ減少したことである。労働省の調
査では(1981年) ，退職金制度があるのは， 1 ， 000 以上の企業は， 99. 6 %, 300~999人の企業で99











転職なし 2， 135人 29.3% 
転職あり 5， 011人 70.1% 






農村 旧産炭地域 計 農村 旧産炭地域 計
1 回 479人 513人 992人 22.8% 17.6% 19.8% 
2-3 回 1, 036 1, 423 2, 459 49.4 48.9 49.1 
4-5 回 382 574 958 18.2 19.8 19. 1 
6 -10白l 169 330 499 8. 1 1. 3 10.0 
11-15回 17 37 54 0.8 1.3 1.1 
16-20回 11 25 36 0.5 0.9 o. 7 
21-30凶 3 6 9 0.1 0.2 0.2 
30[8J以上 2 2 4 0.0 0.0 0.0 
五十 2, 099 2, 912 5, 011 100.0 100.0 100.0 
(註 『福岡県同和地区就業実態調査報告書』前出， 113頁。)
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表 9 I部落労働者の転職経験J，表10 I部落労働者の転職回数」は，大阪の労働実態調査には，
その項目がないので，私もその一員として参加した福岡県の実態調査から引用したものである。
表 9 は，部落労働者の約 7 割が転職の経験をもつことを示し，表10は，この転職経験者の転職回
数を示したものである。 1 回から 2-3 回のものが68.9% と約 7 割を示しているが，注目すべき
は， 4 -5 回， 6 -10回のものが約 3 割を占め， 10回以上の転職経験者が 103 人もいるという事
実である。この転職回数の多さは，いうまでもなく経験年数の短さに直結する。表11 I部落労働
者の年齢別，勤続年数別構成」はこの乙とを示す。とくに注目さるべきことは，勤続年数が最も
長い筈の50-54才の年齢層で，同年齢層の34.8% が 5 年以下の短い勤続年数であり， 10年以下の




l 年未満 1 年 1 ヶ月 3 年 1 ヶ月 5 年 1 ヶ月 7 年 1 ヶ月 10年 1 ヶ月 15年 1 ヶ月 20年以上 不詳-3年 -5 年 -7 年 -10年 -15年 -20年
15-19才 96人 30人 3人 人 人 人 ←人 一人
20-24才 182 233 120 51 9 7 
25-29才 112 12 7 75 36 36 4 
30-34才 80 96 76 5 61 62 12 6 
35-39才 58 79 62 56 45 35 35 5 2 
40-44才 60 7 92 79 6 56 27 16 3 
45-49才 52 85 78 72 73 6 3 2 4 
50-54才 39(9.2%) 76 (18. 0%) 64 (7.6%) 51(10.5%) 61(14.5%) 69(16.4%) 36(8.5%) 24(5.7%) 2 (0.5%) 
55-59才 27 48 47 34 39 36 24 14 
60-64才 19 23 24 16 35 34 23 3 
65才以上 6 14 14 9 23 41 25 14 
計 731 883 657 498 498 436 214 98 30 


















































































の結果をもたらした行為は差別と認定されうるし(たとえばHicks v, Zeiliorbach Corp. 事件ではは，採用
試験における白人求職者の合格率が黒人求職者の 4 倍にも達したことについて，また更にはArrington v, Mass 
労働における差別 75 
Boy Transp Co. 事件では白人求職者のうちの75%が，使用者により行われた試験の上位3分の 2 以土の得点を獲得
したのにたいしては，黒人求職者においてはわずか20% にすぎなかった乙とについて，いずれも裁判所はかかる
試験が人種的な観点から黒人にたいして差別の効果をもつものと判定した乙とは，その事例である伊またParham
v, Southwestern Bell Tel. Co. 事件では，アーカンサスの全人口のうち黒人の占める割合が21. 9% で、あったのにた
いして，使用者の雇用する全労働力に占める黒人被用者の割合が1. 82 %にすぎなかった乙とから，こーのような
黒人被用者の雇用人数が極端に少ないという事実それ自体が公民権法第 7 編違反を構成する差別であると裁判所
は認定した乙と，また労働組合関係についても， u. S. v. Sheet Meta! W orkers Int'! Ass'n Loca! 38 事件で，当
該地域の人口の半分が黒人であったにもかかわらず，問題となった組合では，全組合員のうち黒人の占める割合

















































































条約」が，第 1 条の第 4 項で「人権及び基本的自由の平等な享有又は行使を確保するために，必
要な保護をもとめている特定の人種的もしくは種族的集団又は個人の十分な進歩を確保すること
を唯一の目的としてとらえる特別な措置は人種差別とは看倣さな~"'IJ ⑪とのべてアフアマティブ















註① 部落解放同盟第31回全国大会 r1976年度一般運動方針J ~部落解放~ 1976年臨時号，第85号， 28-9 頁。
② 総理府編『同和対策の現況~ 1977年78頁。
③吉村励「部落労働者の実態J ， ~部落解放研究~ No.6 , 1976年 2 月， 11-13頁。
④同， 32-33頁。





⑩小川登「部落問題分析の基本視点と雇用創出J ~桃山学院大学社会学論集』第16巻第 1 号， 1982年 7 月，
19-21頁。
⑪ ナタン・レルナー，斉藤・村上訳『人種差別撤廃条約』解放出版社， 1983年。 265頁。
⑫ 本多淳亮『男女雇用平等法とはなにか』ダイヤモンド社， 1984年， 203頁。
むすび
抽象的な区別と差別の概念規定を出発点とし，部落差別の具体的態様を媒介としつつ，主観的
差別，制度化された差別，客観的(構造的)差別，結果における差別，累積的差別の概念をあき
らかにしてきた私達は，最後に累積的差別の存在のもとでは，一見公正な競争主義・能力主義が，
逆に差別を再生産していることをあきらかにした。現在における差別の核心は，悪意にもとづく，
意識的な差別よりもむしろ主観的には「善意にして公正なJ r競争主義・能力主義」による差別
の再生産であり，この差別の再生産，累積的差別の温存が，部落にたいするマイナスーのイメー
ジを再生産し，悪意にもとづく意識的な差別(それは，人民内部の内的紐帯をきりはなし，労働者の統ー
を分断するという意味において，資本にとって最も好ましい乙とであるのだが) に土壌を提供しているとい
う乙とであった。
わが国の「雇用機会均等法案」に関する「保護と平等」とを機械的に対立させる政府・経営者
サイドの形式的平等論が，いかに差別の現実にうとし国際的水準からもおくれたものであるか
も，今までにのべてきたと乙ろから明らかになった筈である。累積的差別に関する認識の欠除と，
それに対する特別措置(アフアマティブアクション)抜きの抽象的・形式的な平等論議こそが，
現在における差別を支える最大の原理であることが反省されるべきであろう。そして，この点か
らして部落差別の本質を資本主義社会に生きの乙った封建的遺制とする考えが，いかにまた誤っ
たものであるかも明白になった筈である。封建的遺制としての部落差別は，累積的差別を媒介と
して，近代資本主義的な競争主義によって再生産されているのである。累積的差別の中において
しか意味をもっていない封建的部落差別と，部落差別を温存している全構造と混同するところに，
部落差別=封建遺制論の誤謬の核心があることは，いうまでもなかろう。
